
地域福祉活動事業助成金交付要綱 

 

（要綱制定の目的と財源） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人有田町社会福祉協議会（以下「協議会」という。）が町内の 

福祉団体（以下「団体」という。）に助成金を交付して活動を支援することを目的とする。 

 

（助成金の財源） 

第２条 前条に定める助成金の財源は、前年度の実績に応じて配分される赤い羽根共同募金の配

分金及び前年度の一般寄付金等とし、本年度予算で助成金として予定する範囲内とする。 

 

（助成の基準等） 

第３条 助成団体の募集は、４月から６月にかけて「社協だより」や各戸配布チラシ等をもって 

行う 

２，助成対象の事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

（１）地域福祉の先駆的・開拓的事業又は地域の公益性に貢献すると認められる事業 

（２）地域住民の福祉向上を目的とした福祉サービスの向上、教育・研修を含めたイベント

開催、機関紙の発行等に関する事業 

（３）高齢者や障害者が、スポーツや集い、学びを通じて社会参加を促進する事業 

（４）子育て支援や青少年の非行防止・健全育成等の促進を図る事業 

（５）交通安全、各種募金や奉仕活動、福祉施設の訪問や清掃活動、学校のボランティア教

育等、地域福祉活動思想の普及や教育・実践に関する事業 

（６）前各号の事業活動に必要な備品等の整備事業 

（７）その他地域外の活動であっても、地域住民がその活動の恩恵を受けられる事業 

３，助成の基準は、次のとおりとする。 

（１）交付する助成金の基準は、助成対象事業費の８０％（学校ボランティアは１００％）

とする。ただし、全ての助成対象団体の助成金申請額が本年度予算額を上回る場合は、

減額するものとする。 

（２）他のからの助成金等がある場合は、当該助成金等を控除した残額を助成対象事業費と

する。 

（３）助成申請団体の運営費や会食経費、構成員の報酬等を控除した残額を助成対象事業費

とする。 

４，次の各号に該当する場合は、助成しない。 

（１）助成申請団体の財政状態や他からの助成金等で、この要綱による助成を必要としない

と認められる事業 

（２）営利目的の事業や報酬を得られるとみなされる事業 



（３）社会福祉の活動ではあっても、運営費への補填や構成員の互助共済が主な事業とみな

される事業 

 

（助成金の申請） 

第４条 助成金の申請団体は、協議会会長（以下「会長」という。）に対し、別に定める期間内

に様式１により申請する。 

 

（認定審査会） 

第５条 協議会は、前条の申請に基づき認定審査会を開き、その可否を決定する。 

２ 認定審査会の構成は、共同募金・歳末助け合い義援金の配分委員会をもって充てる。 

３ 認定審査会は、申請団体に審査の結果を様式２により通知する。 

 

（助成金の請求と事業完了の報告） 

第６条 助成対象認定を受けた団体は、会長に対し、別に定める期限までに様式３により助成金

の交付を請求する。 

２ 助成金の交付を受けた団体は、会長に対し、様式４により、事業完了から２か月以内に

その団体の監事による監査を受けた事業報告書と収支報告書または決算報告書を添えて報

告しなければならない。 

 

（虚偽申請等による助成金の返還） 

第７条 この要綱に反した手続による申請又は不正使用等が明らかな場合は、認定審査会に付議

して直ちに返還を求めるものとし、以後の助成金交付団体とはしない。 

 

（助成金関係書類の保存） 

第８条 助成金にかかる関係書類の保存は、助成を受けた翌年度から５年間とする。 

 

付則  

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 

 



（様式 １） 

地域福祉活動事業助成金交付申請書 

 

                              令和   年   月   日 

 社会福祉法人有田町社会福祉協議会 

 会 長  原 口 誠 様 

                     住 所 

                     団体名 

                     代表者                ㊞ 

                     電 話             

 

     年度地域福祉活動事業助成金の交付を下記のとおり申請します。 

記 

 

１，助成金の交付申請額              円 

 

２，助成金交付の対象事業名 

 

 

３，活動の概要（要点を記述してください。） 

 

 

４，助成金対象事業の経費配分及び財源内訳 

 

総 費 用 

 

Ａ 

他の助成金等 

控除される額 

Ｂ 

助成対象 

事業費 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

左 の 財 源 内 訳 

助成申請額 

Ｄ 

会費又は受益

者負担金等 Ｅ 
その他 Ｆ 

      

１，Ｄの申請額は、（Ａ－Ｂ）＝Ｃ の１００分の８０以内であること 

２，Ｂの額は、他の機関等からの助成金やＡの総費用の中の飲食経費、団体構成員に

支払う報酬などである。 

 

５，事業着手予定と完了予定年月日 

         事業の着手 令和   年   月   日予定 

         事業の完了 令和   年   月   日予定 

 

６，添付書類 

 （１）活動計画と収支予算書 

        別紙のとおり 

 （２）その他必要な関係書類



（様式 ２） 

地域福祉活動事業助成金交付認定審査結果通知書 

 

                                   年  月  日 

  申請団体 

  代表者              様 

 

                        社会福祉法人有田町社会福祉協議会 

地域福祉活動事業認定審査会  印 

                         

先に貴団体から申請がありました、  年度の地域福祉活動事業の審査結果は、次のとお

りでしたので、通知します。 

 

記 

 

 １，審査の結果 

 

   （ ）認定されました 

       

      助成金の交付予定額        円 

 

 

   （ ）本年度は認定されませんでした 

 

      認定対象にならなかった理由 



（様式 ３） 

地域福祉活動事業助成金交付請求書 
 

                                 令和  年  月  日 

 

 社会福祉法人有田町社会福祉協議会 

   会長  原 口 誠 様 

 

                      住 所                   

                     団体名                   

                     代表者                 ㊞ 

                     電 話                 

 

    年度の地域福祉活動事業助成金の交付認定の通知を受けたので、下記のとおり助成

金の交付を請求します。   

 

記 

 

  １，平成２２年度地域福祉活動事業助成金交付請求額 

 

                          円 

 

  ２，助成金の主な使途  

    （要点を記述してください。） 

 

 

 

 

  ３，助成金振込先 

金融機関名           

銀行（金庫）本店、       支店 

            農協  本所          支所 

口座番号  普通 

口座名義  

４、助成金交付請求のための添付書類     

振込先預金通帳のコピー（金融機関名・口座番号・口座名義が分かる箇所） 



（様式 ４） 

地域福祉活動事業実績報告書 

 

                               令和  年  月  日 

 

 社会福祉法人有田町社会福祉協議会 

 会長  原 口 誠 様 

 

                     住 所 

                     団体名 

                     代表者                ㊞ 

                     電 話              

 

     年度地域福祉活動事業の助成金を受けた事業が完了したので、地域福祉活動事業助成

金要綱に基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

  １，    年度の活動助成金交付済額 

 

                         円 

 

  ２，助成金の主な使途 

    （要点を記述してください。） 

 

 

 

 

 

  ３，添付書類 

  （１）事業報告書と収支報告書（決算報告書） 

 

 

  （２）その他必要な関係書類〔活動状況の写真、活動費用の領収書（写し）等〕 



（様式 ５） 

地域福祉活動事業交付通知書 

 

                               令和  年  月  日 

 

 申請団体 

 代表者            様 

 

 

                    社会福祉法人有田町社会福祉協議会 

                      会 長  原 口 誠  ㊞ 

 

 本会の地域福祉活動事業助成要綱にもとづき請求された助成金を、下記の通り支

払いますので通知します。   

 助成金の性格上適切な活用に努めてください。 

 

記 

 

 １，決定した事業活動助成金 

 

                         円 

 

 ２，決定した助成金が申請額と異なる場合の主な理由 

 （１）申請があった額 

 

                         円 

 

 （２）決定した助成金 

 

                         円 

 

 （３）異なる場合の主な理由 

 

 

 

３、事業完了後、2ヶ月以内にその団体の監事による監査を受けた事業報告書と収

支決算書を様式４に 

添付して報告してください。 


